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問題と目的
平成２５年度に全国の児童相談所で対応した児
童虐待相談対応件数は，７３，７６５件（速報値）に
なった。調査が開始された平成２年以来，この
数値は毎年増加の一途を辿っており，特に小学
校就学前の子どもについての相談対応件数の割
合は常に５割前後を推移している。また，「子
ども虐待による死亡事例等の検証結果等につい
て」（社会保障審議会児童部会児童虐待等要保
護事例の検証に関する専門委員会）の第１次報
告書から第１０次報告書までの死亡事例総数の
８６．２％（４７１／５４６）が小学校就学前の事例であ
る。そのため，この年齢段階にある子どもやそ
の家族に関わることの多い保育所は，児童虐待
の早期発見と通告など，児童虐待防止に大きな
役割を果たすことが求められている。実際，厚
生労働大臣の告示の形で最低基準の規範性を有
するものとして平成２１年４月に改正施行された
保育所保育指針では，虐待や不適切な養育の兆
候を示す子どもを関係機関に通告し連携して対
応するという保育士の役割が明確に規定され
た。
しかし，保育所保育士に児童虐待防止の役割
が求められたとしても，その役割を十分に遂行
しているとは言い難い状況がある。一つには，
保育所には虐待を疑われながら通告されないま
まになっている子どもが潜在するなど，虐待の
未発見や未通告（通告の回避も含む）の問題を
指摘する研究が認められる（笠原，２０１１a；Sun-

dell，１９９７）。二つ目は，養育が不安視され，見
守る場の少ない親子の受け皿として保育所が機
能していたかどうかという問題である。保育所

が通告を行った後，親子分離になるケースもあ
るが，その大半は，市町村や児童相談所などの
通告先機関と保育所とが連携しながら在宅養育
支援の一環として，いわゆる「見守り」を行う
段階に移行する。そこでは，保育士は，保育を
通して子どもの安否を確認し再通告も視野に入
れながら発育・発達を保障し，保護者（又は養
育者，以降，親と表記）の相談・助言に応じる
など親に対する保育指導（柏女・橋本２００８）
も求められる。また，児童福祉法における保育
所の位置づけとして，家庭養育が不安視される
子どもや親を市町村が把握した場合，市町村に
は保育を勧奨する義務があり，保育所には正当
な理由がない限りこれを拒んではならないとい
う受託義務が定められているため，今や保育所
は保育所に在籍する親子だけでなく，児童福祉
法に基づいて被虐待の子どもや親を受け入れて
支えていく場になっている。しかし，「子ども
虐待による死亡ケース等の検証結果等について
（第７次報告社会保障審議会児童部会児童虐待
等要保護事例の検証に関する専門委員会）」に
よれば，平成２１年４月から平成２２年３月までの
１年間に，虐待により４９人が死亡し，そのうち
就学前の子どもが有効割合９１．５％（実数４３人，
当該数を総数から不明を除いて除して算出）を
占めていた。これらの事例の多くに関与してい
たのは医療機関や市町村保健センターだった
が，保育所が関与していた事例が８人（１６．７％）
あることから，在宅養育支援の一環として保育
所が関わった問題も残されていた。
このように保育所や保育士には，児童虐待の
発見，通告から子どもや親へのケアに至るまで
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広範囲にわたる対応が求められており（笠原，
２０１１b），これに関わる知識や技術などの技量を
いかに養成するかは保育士養成段階のみならず
現職保育士研修においても急務の課題となって
いる。しかし，児童虐待防止において保育士に
求められる対応行動を体系化し，それを評価す
る尺度の開発も，それに基づく教育システムも
まだ十分に確立されていない現状にある。
たとえば，保育士の虐待防止活動に必要と考
えられる知識や能力を記述した研究（西原・原
田・山口・張，２００８）や虐待防止の自己効力感
という構成概念に着目し，その尺度化を試みた
研究（笠原・加藤２０１０）はあるが，保育士に
求められる児童虐待防止のプロセス全体を網羅
しているとは言い難く，保育所や保育士の対応
行動を評価する手段としては問題が残されてい
る。そこで本研究では，児童虐待防止活動のプ
ロセスを明確化したうえで，それぞれのプロセ
スにおいて保育所や保育士に求められる対応行
動を「保育所や保育士が児童虐待防止を求めら
れる場面で，児童虐待の未発見や未通告（通告
の回避）の問題を防止し，児童虐待の発見，通
告および子どもや家族へのケアにかかわる行
動」と再定義し，それらを包括的に把握し，評
価するための尺度を作成する。

児童虐待防止活動のプロセスと尺度の作成
では児童虐待防止活動にはどのようなプロセ
スがあるのだろうか。またそれぞれのプロセス
において保育所や保育士には具体的にどのよう
な対応行動を求められているのだろうか。評価
尺度作成に先立ち，そのプロセスを策定した。
� 虐待の発見から通告までのプロセス
まず保育士が児童虐待を発見できず未通告に
なるという問題が生じるプロセスを詳細に分析
した研究（笠原・加藤２００７）を参考に，それ
らの問題を防止するための５つのプロセスを設
定した。以下，そのプロセスの概要と設定した
理由を述べる。
�児童虐待の発見：保育士個人の意思決定（こ

れを個人内プロセスと表記）の問題として，保
育士個人が被虐待を検出できるか否か，すなわ
ち「児童虐待を発見する」という対応行動が求
められる。これは「児童虐待防止等に関する法
律」や「保育所保育指針」に定められている虐
待発見の義務に関するものである。
�組織内報告：次に個人内プロセスから集団内
プロセスへの移行，すなわち個人の意思決定の
結果を保育所の管理者（保育所長や副所長，主
任保育士を，以降，管理者と表記）や同僚に報
告し，集団での意思決定に委ねるか否かの意思
決定が求められる。保育所における虐待事例の
発見と通告の詳細を保育者らに面接調査した研
究によれば，保育者個人が虐待を発見したとし
ても，それを同僚や管理者（所長）に報告でき
ないケースが認められた（加藤・笠原，２００５）。
このような問題を防止するために「組織内報
告」という対応行動を測定する項目を作成し
た。
�通告：通告行動を具体的にどのように行うの
かに不安を抱く保育士も存在する。そのため集
団内プロセスにおいて，保育所や保育士が通告
を行う「通告行動」として，通告先機関につい
ての知識をもち，子どもや親に関してどのよう
な情報を収集して関係機関と情報交換をおこな
うかを判断し行動できる対応行動を設定した。
�管理者との協議：未通告の問題が生じるの
は，保育士が虐待の疑われるケースを管理者や
同僚らに報告したとしても，彼らが虐待とは認
めない，あるいは虐待を認めたとしても関係機
関に通告しないことによる（加藤・笠原，
２００５）。この時，保育士は，管理者が要求する
ルールに従うか子どもの権利擁護を重視するか
のジレンマ状況に陥りやすい。そのため保育所
からの未通告という問題を防止するためには，
保育士個人が管理者に対して関係機関に通告す
るよう協議する対応行動が求められる。
�個人の意思決定による通告：�と同様に，管
理者が通告しないと意思決定した場合，子ども
の権利擁護のために保育士個人が通告を実行す
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るという対応行動も求められる。なぜなら児童
虐待防止等に関する法律では，通告の義務を団
体（組織）だけではなく個人にも課しているか
らである。

� 子どもや家族への支援やケアのプロセス
通告後に始まる関係機関との連携において，
また市町村の委託を受けて保育所で被虐待の子
どもや親を受け入れるときに求められる対応行
動として，次の２つを策定した。
�子どもへのケア：保育所での「子どもへのケ
ア」というプロセスを設定した。子どもに対し
ては，被虐待により生じた反応性愛着障害また
は衝動性（杉山，２００７）への対応として，安心・
安全な環境と基本的生活習慣を確立するための
対応行動が求められる。
�親への支援：経済的困窮や疾患など様々な生
活背景を抱えた親が多い。そのため親に対する
支援として，関係機関と協働しながら親の生活
習慣を確立し子育てのスキルをガイドする対応
行動が求められる。

� 保育所の体制整備に関するプロセス
�保育所の体制整備：児童虐待の未発見や未通
告につながる原因として保育所全体に児童虐待
防止の意識が乏しいことも指摘されている（笠
原，加藤２００８；加藤・笠原２００５）。そのため
一人ひとりの保育士が虐待防止の意識を持ち保
育所の体制に働きかける対応行動も求められ
る。

� 項目の収集および作成
項目の収集および作成は，次のような手順で
行った。まず，上述のプロセスに基づき，心理
学を専門とする大学教員が実施した面接調査研
究（加藤・笠原２００５）を参考に項目を作成し
た。次に，作成された質問項目の内容と表現に
ついて保育所長（経験２３年）１名と協議し，修
正・削除を行った。最終的に，３６項目を保育所
や保育士の児童虐待防止活動に関する対応行動

評価尺度（以下，評価尺度と記述する）とした。
以上より，本研究は，保育所や保育士の対応
行動評価尺度の妥当性を検討するために，保育
場面での全般的な自己効力感を測定する保育者
自己効力感尺度との関連を検討する。その尺度
は，保育場面において全体的な肯定的自己評価
を意味し，保育職としての働きがいと有意に関
連することが確認されている（齊藤，２０００）。
この尺度と対応行動評価尺度との間には正の相
関があると予想される。あわせて，児童虐待防
止活動の対応行動評価尺度の得点の高さは，虐
待対応に関する不安の少なさとも関連すると考
えられるため，保育士の精神的健康状態，たと
えばバーンアウトやうつなどの否定的精神状態
の指標とは負の関係になることが予想される。
次に，妥当性を検討するために，対応行動評
価尺度得点と虐待認識，通告率および場面想定
法による判断結果との関連を検討する。発見と
通告に関する対応行動評価得点の高い保育士
は，虐待を発見することができるという自己認
知をもっていると予想される。そのため多様な
家族状況や子どもの状態から虐待の特徴やサイ
ンを見つけることができるだろう。本研究で
は，虐待行為を記述した項目を提示し，それら
をどの程度虐待であると判断するかを評定さ
せ，それを虐待認識得点とした。そして，その
得点と対応行動評価得点との間には正の相関が
あるという仮説を検討する。また対応行動評価
尺度の高い保育士は，これまでの保育経験の中
で実際に虐待や不適切な養育の疑われる子ども
を通告していると予想される。そこで，保育士
がこれまでの保育経験の中で，これらの子ども
たちを何人ぐらい担当したか（担当経験人数），
そしてその中で実際に関係機関に通告を行った
のは何人であるか（通告人数）について回答を
求め，通告人数を担当経験人数で除した数値を
通告率（King, Reece, Bendel, and Patel,１９９８）と
して，それとの関連を検討する。さらに，保育
士が保育場面で遭遇すると考えられる被虐待
ケースを場面想定法により提示し，その想定場
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面での虐待発見，通告意図，管理者との協議，
個人の意思決定による通告意図を測定する。そ
してこれらの数値と対応行動評価尺度との関連
を検討する。対応行動評価得点とそれぞれの数
値との間には正の相関が認められると予想され
る。

方 法
１．調査対象者
福岡県，佐賀県，長崎県，大分県，熊本県，
山口県の認可保育所をリスト化し，その中から
無作為に２００ヵ所を抽出した。そして各保育所
あたり５名計１，０００名の保育士を調査対象とし
た。保育所長宛に調査趣意書と回答者５名分の
調査票一式（調査趣意書，調査票，返信用封筒）
を入れた書類を郵送し，調査への協力を依頼し
た。そして保育所長に保育士５名の抽出と調査
票一式を配布してもらった。５名の保育士の抽
出にあたっては，�管理職（保育所長，副所長，
主任保育士）ではない保育士であること，�ク
ラス担任をしている保育士であることという２
つの条件を満たすように依頼した。なお５名の
選出にあたっては，できるかぎり担当クラスの
年齢が偏らないよう，また正規職員を優先する
よう依頼した。４１３名の保育士から回答を得た。
回答に欠損値が２割以上ある調査票を除外し，
３８６名を分析対象にした。

２．調査票の構成
�フェイスシート：保育士個人と勤務する保育
所の属性に関して次の項目に回答を求めた。�
保育士の属性：性別，年齢段階（選択肢），雇
用状態（選択肢），保育士としての経験年月，
現在の担当クラスと担当人数。�勤務する保育
所の属性：園児定員，現在の園児数，職員数，
設置主体（選択肢）。
�児童虐待防止活動プロセスにおいて保育所や
保育士に求められる対応行動評価尺度：上述の
３６項目の対応行動評価尺度に対して，どれくら
い項目内容を遂行できると思うか５件法で回答

を求めた。
�妥当性検討のための測度１：�保育者効力感
尺度：妥当性と信頼性が検証されている保育者
効力感尺度（齊藤，２０００）６項目を利用した。
５件法で回答を求めた。�バーンアウト尺度：
マスラックが作成し，看護領域での妥当性と信
頼性が確認された尺度（久保・田尾１９９４）を
利用した。保育場面に合致するように，項目内
容の「患者」という語を「園児」と修正した。
�うつ尺度：SDS（ZUNGの自己評価式抑うつ
尺度）日本語版（福田・小林１９７３）を利用し
た。
�妥当性検討のための測度２：�虐待認識：加
藤ほか（２００５）の調査で用いられた多重性虐待
尺度項目のうち重症度が軽度であると考えられ
る項目および平成１６年の児童虐待の防止等に関
する法律の改正により新たに心理的虐待として
規定された DVへの暴露の項目など計１５項目を
利用し，５件法による評定を求めた。評定尺度
は以下の通りである。０：しつけ（の範囲内）
である，１：どちらかというとしつけ，２：ど
ちらかというと軽度の虐待，３：中度の虐待，
４：重度の虐待。�通告率（LRP：lifetime report-

ing proportion）：平成１６年に児童虐待の防止等
に関する法律が改正され，新たに市町村が通告
先機関となり，虐待の確証がなく「虐待と思わ
れる」子どもであっても通告対象になった。そ
のため平成１６年以前から保育所に勤務している
保育士には平成１６年から現在までの保育経験
を，平成１６年以降に保育所に勤務した保育士に
は，勤務してから現在までの保育経験を回想
し，「虐待ではないかと疑った子ども」また「虐
待ではないかもしれないが不適切な養育の兆候
が認められる子ども」をそれぞれ何人担当した
か，そしてその中で何人の子どもを専門機関へ
通告したかについて回答を求めた。後者を前者
で除した数値である通告率を分析に利用した。
�場面提示法による判断：笠原（２００９）が使用
した場面想定法を用いて，虐待の発見（親の子
どもへの関わり方は虐待であると思うか）と通
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告意図（この事例は専門機関へ通告する必要が
あると思うか）をそれぞれ１項目，組織内報告
意図（同僚へ報告するか，管理職へ報告するか，
会議で報告するか）３項目，管理者との協議（通
告を依頼するか，保育者の意見ととりまとめ管
理者に依頼するか，個人の意思で管理者に依頼
するか）３項目，個人の意思決定による通告意
図（本人が直接通告するか，嘱託医や巡回相談
に連絡するか）２項目に対して，５件法で回答
を求めた（提示された場面は付録参照）。

３．手続き
調査は２０１０年２月に実施された。具体的実施
手続きは以下の通りである。�保育所への調査
票の郵送。�管理者から保育士への調査票の配
付（管理者には配付手続きに関する文書を添
付）。�保育士による調査票の回答と調査票の
返送。保育士には保育所を経由せず直接，投函
してもらった（宛名印刷済み，郵送料不要の返
信用封筒を利用）。

結果と考察
１．回答者の属性
回答者の保育職経験平均年数は，１３年６カ月
（SD＝９．７５）であった。職位は，正規職員３５４
名（９１．７％），常勤職員２５名（６．５％），時間給
非常勤職員４名（１．０％），無回答３名（０．８％），
年齢段階は，２０～２２歳１０名（２．６％），２３～２５歳
６２名（１６．１％），２６～２９歳８４名（２１．８％），３０～
４０歳９８名（２５．４％），４０歳以上１３１名（３３．９％），
無回答１名であった。回答した保育士が担当し
ているクラス年齢に大きな偏りはなかった（０
歳児６１名，１歳児６７名，２歳児７３名，３歳児５５
名，４歳児４７名，５歳児３５名，０～２歳児異年
齢交流保育８名，３～５歳児異年齢交流保育３３
名）。保育所の設置主体は，社会福祉法人２９１名，
宗教法人７名の計２９８名（７７．２％）が民間の保
育所であった。市町村立の公立保育所に勤務し
ていたのが７６名（１９．７％），他に社団法人，財
団法人と回答した保育士がそれぞれ６名（各

１．６％），無回答が６名（１．６％）認められた。

２．児童虐待防止活動の対応行動評価尺度の分析
作成した対応行動評価尺度が，保育所におけ
る児童虐待防止活動のプロセスを反映した因子
構造になっているか検討するために確認的因子
分析を行った。まず虐待防止対応という上位の
因子の下に，虐待の発見，組織内報告，通告行
動，管理者との協議，個人の意思決定による通
告行動，子どものケア，親への支援，保育所の
体制整備という８つの下位因子が存在するとい
う仮説モデルをモデル１とした。次に，子ども
のケアと親への支援を１つの因子にした７因子
モデルをモデル２，またモデル２に対して通告
行動と個人の意思決定による通告行動を１つの
因子にした６因子モデルをモデル３，そして虐
待対応行動という１つの因子のみを想定するモ
デル４を設定した。これらのモデルと実際に得
られたデータとの適合度を検討するために，３
つの代表的な適合度指標（GFI，AGFIおよび
RMSEA）を求めた。分析の結果，全般的に適
合度に良好であるとはいいがたいが，モデル１
の適合度が残り３つのモデルのそれよりも良好
であったため，モデル１を採用した（モデル１：
GFI＝．７９０，AGFI＝．７６１，RMSEA＝．０６９；モ
デ ル２：GFI＝．７７８，AGFI＝．７４８，RMSEA

＝．０７２；モデル３：GFI＝．７１４，AGFI＝．６７６，
RMSEA＝．０８７；モ デ ル４：GFI＝．４３３，AGFI

＝．３６４，RMSEA＝．１５７）。以降の分析では，対
応行動評価尺度全体の合計得点に加えて，それ
ぞれの下位尺度を構成する項目の評定平均値を
求め８つの下位尺度の得点ごとに行った分析結
果を示す。
児童虐待防止活動の上位因子から各対応行動
の因子への標準化係数は，虐待の発見（．７３），
組織内報告（．６９），通告行動（．５９），管理者と
の協議（．６８），個人の意思決定による通告行動
（．３７），子どものケア（．６８），親への支援（．６４），
保育所の体制整備（．６２）だった。因子毎に各
項目への標準化係数を表１に示した。
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表１．児童虐待防止活動のプロセスにおいて保育所や保育士に求められる対応行動評価尺度の因子と各項目への標
準化係数

虐待の発見（α＝．８２５） 標準化係数

１ 子どものからだ，行動や情緒面にあらわれた変化（症状や特徴）に気づく． ．５７７
２ 子どものからだに外傷を見つけたとき，虐待によってできた外傷とそうでない外傷とを区別する． ．６０２
３ 虐待を受けたと思われる子どもを発見する． ．６７４
４ 親による子どもへの虐待行為としつけの行為とを区別する． ．６６２
５ 虐待を受けたと思われる子どもの親に子どもの状態について質問する． ．６５８
６ 親が子どもの状態（からだの外傷，行動や情緒面の変化）を説明しているとき，矛盾するところがないかに気をつけて
聴きとる．

．７２７

７ 虐待を受けたと思われる子ども本人に，何があったのかを聴きとる． ．５８８

組織内報告（α＝．８９５） 標準化係数

８ 虐待を受けたと思われる子どもに気づいたとき，躊躇（ちゅうちょ）せず，同僚らに報告・相談する． ．７３５
９ 虐待を受けたと思われる子どもに気づいたとき，たとえ同僚がその疑いを否定したとしても，躊躇（ちゅうちょ）せず，
直接，管理者に報告・相談する．

．７４６

１０ 虐待を受けたと思われる子どもがいたなら，虐待かどうかの証拠を確認できなくても，必ず管理者に報告・相談する． ．７２５
１１ 同僚が，虐待を受けたと思われる子どものことであなたに相談に来たとき，どんなに忙しくても相談に応じる． ．７３５
１２ 同僚が，虐待を受けたと思われる子どものことであなたに相談に来たとき，あなたが子どもを観察して意見を述べる． ．７４４
１３ 同僚が，虐待を受けたと思われる子どもを管理者へ報告するのをためらっているとき，管理者へ報告したほうがよいと

助言する．
．８５０

１４ 虐待を受けたと思われる子どもに気づいたとき，朝礼や職員会議（ケース会議）などで保育所全体にその情報を報告・
連絡する．

．７３６

通告行動（α＝．８６２） 標準化係数

２３ 管理者から「あなたが通告しなさい」と言われたら，自分が通告する． ．６４８
２４ 自分が直接，専門機関や専門家に連絡・通告をする時，その連絡先や電話番号を調べる． ．８３７
２５ 自分が直接，専門機関や専門家に連絡・通告をする時，あらかじめ相手に伝えるべき情報を集めておく． ．９１６
２６ 自分が直接，専門機関や専門家に連絡・通告をする時，相手からの問い合わせにうまく応答する，説明する． ．７５１

管理者との協議（α＝．９０７） 標準化係数

１５ 管理者に通告してもらうよう，あきらめないでお願いする，依頼する． ．８７０
１６ 他の保育士にも相談して，通告した方がよいというように保育士の意見をまとめる努力をする． ．８４７
１７ 他の保育士も自分と同じような考えであることを管理者に伝えて，通告してもらうよう依頼する． ．８９３
１８ 他の同僚がたとえ虐待ではないと判断しても，自分の判断を信じて，管理者に通告してもらうよう依頼する． ．７０８
１９ 管理者に，保育所に来たことがある専門家（園の嘱託医や巡回相談員）へ連絡してもらうよう依頼する． ．７８８

個人の意思決定による通告行動（α＝．９３３） 標準化係数

２０ 管理者に何度依頼しても対応しないならば，自分から直接，専門機関へ通告する． ．９００
２１ 管理者が対応しないならば，他の同僚からの同意が得られなくても，自分から直接，専門機関へ通告する． ．９４２
２２ 管理者に何度依頼しても対応してもらえないならば，保育所に来たことがある専門家（園医や巡回相談員）へ自分から

連絡する．
．８８０

子どものケア（α＝．７４６） 標準化係数

２７ 虐待を受けた子どもが，保育場面で安心して生活できるように環境（物理的，人的）を構成する． ．７７３
２８ 虐待を受けた子どもが，保育場面で生活習慣を確立できるよう支援する． ．８２８
２９ 保育場面で，虐待を受けた子どもに衝動コントロールの方法を教える． ．５８７

親への支援（α＝．８６４） 標準化係数

３０ 保育場面において，子どもに対して虐待傾向にある親が基本的生活習慣を確立できるよう支援する． ．７５２
３１ 保育場面において，子どもに対して虐待傾向にある親の子育ての力を強める（エンパワーする）支援を行う． ．７９１
３２ 保育所において，市町村や関係機関との連携及び協力を図りつつ，保護者に対する個別の支援を行う． ．８３８
３３ 保育場面において，児童委員（民生委員児童委員や主任児童委員）や保健師と連携して家庭養育のサポートを行う． ．７５５

保育所の体制整備（α＝．９６８） 標準化係数

３４ 園において虐待を受けた子どもを発見するための取り組み体制が整備されていない場合，体制作りに積極的にかかわり
推進・協同していく．

．９６４

３５ 園において虐待を受けた子どもを通告するための取り組み体制が整備されていない場合，体制作りに積極的にかかわり
推進・協同していく．

．９７１

３６ 園全体で虐待をうけた子どもやその親を支援していくための取り組み体制が整備されていない場合，体制作りに積極的
にかかわり推進・協同していく．

．９３６
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α 係数は，虐待の発見（α＝．８３），組織内報
告（．９０），通告行動（．８６），管理者との協議
（．９１），個人の意思決定による通告行動（．９３），
子どものケア（．７５），親への支援（．８６），保育
所の体制整備（．８６）だった。すべての因子に
おいて α 係数に問題はなかった。

３．保育士の経験年数ごとに見た対応行動評価
の違い
保育士の年齢段階ごとに児童虐待防止活動の
対応行動評価得点がどのように異なるかを検討
するために，フェイスシートで回答を求めた年
齢段階から２５歳以下（n＝７２），２６歳～２９歳以
下（n＝８３），３０歳～３９歳 以 下（n＝９７），４０歳
以上（n＝１２７）の４群に分類し，対応行動評
価尺度全体と下位尺度ごとの評定平均値を算出
した。これを表２に示す。この数値に対して，
１要因分散分析を実施したところ，下位尺度の
通告行動と個人の意思決定による通告行動には
有意な群の差は認められなかったが，尺度全体
（F（３，３８１）＝７．１０，p＜．００１），児童虐待の発見
（F（３，３７５）＝５．８５，p＜．０１），組織内報告（F（３，３７９）

＝４．１３，p＜．０１），管理者との協議（F（３，３８０）＝
３．９０，p＜．０１），子どものケア（F（３，３８０）＝６．２２，
p＜．００１），親 へ の 支 援（F（３，３８０）＝６．３１，p

＜．００１），保育所の体制整備（F（３，３８０）＝６．３７，p

＜．００１）において有意差が認められた。Bonfer-

roni法による下位検定を行った結果，概して年

齢が上がるほど技量が向上することが認められ
た。

４．妥当性の検討
� 妥当性１の検討
対応行動評価尺度全体と下位尺度とが，保育
者効力感，バーンアウトの下位尺度（脱人格化，
達成減退，情緒的消耗）およびうつ尺度の評定
値とどの程度関連するかを検討するために相関
係数を求めた。その結果を表３に示す。尺度全
体と下位尺度のすべてと保育者効力感との間に
は正の相関が認められた。またバーンアウトの
脱人格化と達成減退，そしてうつ尺度との間に
は，技量尺度の下位尺度「個人の意思決定によ
る通告」を除いてすべて仮説化された方向での
相関が認められた。しかし，バーンアウトの下
位尺度である情緒的消耗との間に有意な相関を
示した役割遂行評価の下位尺度は少なく，関連
が認められなかった。

� 妥当性２の検討
�虐待認識：表４の左列に，対応行動評価尺度
と虐待認識得点との相関係数を示した。尺度全
体と下位尺度の児童虐待の発見，組織内報告，
子どもへのケア，親への支援，体制整備に有意
な相関が認められたが全体的に低い相関係数
だった。
�通告率：「虐待が疑われる子ども」に対して，

表２．対応行動評価尺度の平均と標準偏差

２５歳以下
（n＝７２）

２６～２９歳
（n＝８３）

３０～３９歳
（n＝９７）

４０歳以上
（n＝１２７）

尺度全体 １２９．５３（１５．０１）a １３１．９０（１８．０２）ab １３７．３０（１５．１４）bc １３８．６１（１４．５３）c

虐待の発見 ３．５３（０．５５）a ３．６５（０．５７）ab ３．７６（０．４１）bc ３．８１（０．４８）c

組織内報告 ４．０９（０．６０）a ４．２４（０．６４）b ４．３２（０．５８）b ４．３９（０．５５）b

通告行動 ３．７７（０．８０） ３．７４（０．８１） ３．８２（０．７５） ３．７９（０．８０）
管理者との協議 ３．８６（０．７３）a ３．８８（０．６７）a ４．０４（０．７２）ab ４．１４（０．６１）b

個人の意思決定による通告行動 ２．８２（０．９６） ２．８５（０．９７） ３．００（０．９８） ２．９８（０．８４）
子どもへのケア ３．５３（０．４９）a ３．６５（０．５９）b ３．８４（０．５３）b ３．８３（０．６０）b

親への支援 ３．１３（０．６３）a ３．２５（０．６６）ab ３．４３（０．６４）bc ３．４９（０．５９）c

体制整備 ３．３７（０．７８）a ３．３８（０．７５）a ３．６９（０．６７）b ３．７０（０．６８）b

検定結果は，英語小文字の異同により示した．１０％水準で有意傾向または５％水準で有意差があった場合には異なった文字（e.g., aと b），
有意傾向および有意差がなかった場合には同じ文字（e.g., aと a）で示した．
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そのような子どもがいないと回答した保育士は
１４２名（３６．８％），虐待を疑い一人でも通告した
保育士は８４名（２１．８％），虐待を疑いながら通
告しなかった経験を持つ保育士は７２名
（１８．７％），無回答は８８名（２２．８％）だった。
通告率は，０．４４だった。この中で，無回答と「い
ない」と回答した保育士をのぞく１５６名の通告
率と本尺度との相関を求めた（表４の中列）。
正の相関係数に有意傾向が認められただけだっ
た。一方，「虐待ではないかもしれないが不適
切な養育の兆候が認められる子ども」に対して
は，そのような子どもがいないと回答した保育
士は１２８名（３３．１％），虐待を疑い一人でも通告
した保育士は３６名（９．３％），虐待を疑いながら
通告しなかった経験を持つ保育士は１１１名
（２８．８％），無回答は１１１名だった。通告率は，
０．１８だった。この中で，無回答と「いない」と

回答した保育士をのぞく１４７名の通告率と本尺
度との相関を求めた（表４の右列）ところ，正
の有意な相関係数が認められた。
平成２１年度に改正された保育所保育指針で
は，虐待の疑われる子どもだけでなく不適切な
養育の兆候が認められる子どもも通告先機関で
ある市町村や児童相談所に速やかに通告する義
務があることが明記された。「虐待が疑われる
子ども」の通告率は２００６年度に実施された調査
結果（笠原，加藤２０１０）では，０．２６であり今
回の調査結果からは明らかに通告率の上昇が認
められる。しかし，「不適切な養育の兆候が認
められる子ども」の通告率は依然として低いま
まであり，保育所に通告されずにいる子どもの
存在が示された。今回検討した役割遂行能力の
評価尺度の妥当性は，「虐待が疑われる子ども」
の通告率でみるならば乏しいと考えられるが，

表３．対応行動評価尺度と保育効力感，バーンアウト，うつとの単純相関（n＝３８６）

保育者効力感 脱人格化 達成減退 情緒消耗 うつ

尺度全体 ．４２８＊＊＊ －．２２４＊＊＊ －２２１＊＊＊ －．０７６ －．２２８＊＊＊

虐待の発見 ．３６８＊＊＊ －．１６２＊＊ －１８３＊＊＊ －．０１０ －．１８８＊＊＊

組織内報告 ．２８６＊＊＊ －．２２６＊＊＊ －．１９５＊＊＊ －．０４６ －．２０１＊＊＊

通告行動 ．２１４＊＊＊ －．１３６＊＊ －．１２９＊ ．０１０ －．１２８＊

管理者との協議 ．３０３＊＊＊ －．２５１＊＊＊ －．２２９＊＊ －．１３９＊＊ －．２３８＊＊＊

個人の意思決定による通告行動 ．１７１＊＊ －．０１３ －．０１６ －．０３４ －．０２６
子どもへのケア ．３０６＊＊＊ －．１５７＊＊ －．１２７＊ －．０５３ －．１４７＊＊

親への支援 ．３５２＊＊＊ －．１２４＊ －．０９８† －．０６８ －．１０５＊

体制整備 ．３３２＊＊＊ －．１３０＊ －．１３２＊ －．１３６＊＊ －．１９０＊＊＊

†p＜．１０． ＊p＜．０５． ＊＊p＜．０１． ＊＊＊p＜．００１

表４．対応行動評価尺度と虐待認識，通告率との単純相関

虐待認識
（n＝３８６）

通告率_虐待
（n＝１５６）

通告率_不適切
（n＝１４７）

尺度全体 ．１４７＊＊ ．１４６† ．２６６＊＊

虐待の発見 ．１４６＊＊ ．１４０† ．２５９＊＊

組織内報告 ．１５３＊＊ ．１４６† ．２２９＊＊

通告行動 ．０６８ ．０７９ ．０２８
管理者との協議 ．０８６ ．１５６† ．１５３†

個人の意思決定による通告行動 －．０２３ ．１０３ ．０７１
子どもへのケア ．１３３＊＊ ．０１７ ．１４９†

親への支援 ．１０４＊ ．０９７ ．２７５＊＊

体制整備 ．１２８＊ ．０２０ ．２３４＊＊

†p＜．１０． ＊p＜．０５． ＊＊p＜．０１
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「不適切な養育の兆候が認められる子ども」に
関しては妥当性が認められたと考えられるだろ
う。

� 場面想定法による妥当性の検討
場面想定法で回答を求めた「虐待の発見（親
の子どもへの関わり方は虐待であると思う
か）」，「通告意図（この事例は専門機関へ通告
する必要があると思うか）」，「組織内報告意図
（同僚へ報告するか，管理職へ報告するか，会
議で報告するかの３項目）」，「管理者との協議
（通告を依頼するか，保育者の意見ととりまと
め管理者に依頼するか，個人の意思で管理者に
依頼するかの３項目）」，「個人の意思決定によ
る通告意図（本人が直接通告するか，嘱託医や
巡回相談に連絡するかの２項目）」の数値と技
量評価尺度の評定平均値との相関係数を示した
のが表５である。「虐待の発見」と「通告意図」
については低い相関係数しか認められないが，
「組織内報告」「管理者との協議」「個人の意思
決定に関する通告（個人通告と表記）」におい
ては中程度の相関が認められ，対応行動評価尺
度の妥当性が確認されたと考えられる。

まとめと今後の課題
児童虐待問題の増大という社会的背景のも
と，保育所の保育士が果たす児童虐待防止の役
割はますます重要なものになってくる。本研究
は，児童虐待防止活動の各プロセスにおいての

保育所や保育士に求められる対応行動を評価す
る尺度を作成し，その信頼性と妥当性の検討を
試みた。主な結果は以下の通りである。
�児童虐待防止活動のプロセスに基づき作成し
た尺度に対して，保育士３８６名のデータを用い
て確認的因子分析を実施した。適合度指標を検
討した結果，「虐待の発見」「組織内報告」「通
告行動」「管理者の協議」「個人の意思決定によ
る通告行動」「子どもへのケア」「親への支援」
「保育所の体制整備」の８つの下位尺度からな
る対応行動評価尺度を採用した。
�対応行動評価尺度の α 係数は十分であるこ
とが示された。
�対応行動評価尺度の妥当性を確認するため
に，保育者自己効力感尺度，バーンアウト，う
つとの関係を検討した。その結果，この尺度は
保育者自己効力感，バーンアウトの下位尺度で
ある達成意欲の減退と脱人格化，そしてうつ尺
度に対して，予想された方向での関連が認めら
れた。
また，虐待判断評価，通告率，場面想定法に
よる判断や行動意図の測度との関連を検討し
た。虐待判断評価及び「虐待の疑われる子ども」
の通告率については弱い関連しか認められな
かったが，「不適切な養育の兆候が認められる
子ども」の通告率と場面想定法による判断や行
動意図には中程度の関連が認められ，妥当性は
一部確認されたと考えられる。
以上より，今回作成した尺度の有用性が一部

表５．対応行動評価尺度と場面提示法での虐待防止の意思決定との関連

虐待の発見 通告意図 組織内報告 管理者説得 個人通告

尺度全体 ．２４７＊＊＊ ．１７６＊＊ ．３７４＊＊＊ ．４４８＊＊＊ ．４２０＊＊＊

虐待の発見 ．２６８＊＊＊ ．１３７＊＊ ．２７５＊＊＊ ．２５７＊＊＊ ．２２６＊＊＊

組織内報告 ．１２５＊ ．１４３＊＊ ．３１４＊＊＊ ．２２６＊＊＊ ．１２５＊

通告行動 ．１９４＊＊＊ ．１８２＊＊＊ ．２９３＊＊＊ ．３５６＊＊＊ ．４０４＊＊＊

管理者との協議 ．１９８＊＊＊ ．１３８＊＊ ．３５０＊＊＊ ．４３８＊＊＊ ．２８３＊＊＊

個人の意思決定による通告行動 ．０８８† ．１０７＊ ．１１３＊ ．４０１＊＊＊ ．６６４＊＊＊

子どもへのケア ．１６６＊＊ ．０４６ ．２２２＊＊＊ ．１９９＊＊＊ ．１４９＊＊

親への支援 ．１１５＊ ．０６２ ．１５９＊＊ ．２５１＊＊＊ ．２５６＊＊＊

体制整備 ．１４４＊＊ ．０５３ ．２１２＊＊＊ ．２５４＊＊＊ ．２０１＊＊＊

†p＜．１０． ＊p＜．０５． ＊＊p＜．０１． ＊＊＊p＜．００１
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確認されたと考えられる。保育所や保育士が児
童虐待防止活動において求められる対応行動を
明確に意識し行動することによって，保育所に
おける児童虐待の未発見や未通告を防止するこ
とになる。保育所が，市町村や児童相談所と協
働しながら，早期に発見された子どもと家族に
対応していくことで，虐待や不適切な養育ケー
スの重症化を食い止めることになるだろう。た
だし，この対応行動評価尺度がすべてのプロセ
スを充分に網羅しているかについては，さらに
検討を重ねる必要がある。たとえば保育所が通
告先機関と協働して子どもや家族を支えていく
際の協働行動を開始し維持し，支援目標・計画
の見直しを行う技量については十分に検討でき
ていない。また，保育所の組織風土の違いによ
り対応行動評価がどのように異なるのかなどの
実態把握も行う必要があるだろう。
児童虐待防止研修プログラムの効果検証を行
うためにも，評価尺度の策定は必要である。そ
のため，今後も保育所や保育士の児童虐待防止
活動をより詳細に検討することにより，項目を
精選し，さらなる評価尺度の策定が求められる
だろう。
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付録 場面想定法での教示と提示された事例は以下の

とおりである。

『模擬事例への対応をお尋ねします。以下の事例の文

章を，実際にあなたがその保育所の担任保育士になっ

たつもりでよく読んでください。そして，その後の質

問に回答してください。

この保育所であなたは２歳児の担任をしています。そ

のクラスの中に○○君という男児がいます。

○○君の様子：○○君は，ほとんど休むこともなく園

に来ています。保育所に来ることが楽しみのようで

す。しかし，保育中に，突然，大声を出し他の友だち

を叩いたり，何かとトラブルが絶えません。年１回の

歯科検診で虫歯があると指摘されました。もうすぐ３

歳になる○○君は，２０本の歯のうち５本が虫歯になっ

ています。

ある日，○○君が昼ごろ３９度の熱を出したので，お母

さんに，迎えに来てもらうように電話をしたことがあ

りました。しかし，お母さんはすぐに迎えに来ないで，

いつも通りの時間にしか迎えに来ませんでした。次の

日，○○君を保育所に連れてきたので，熱を測ったと

ころ３８度５分も熱があり，病院からの薬も持ってきて

いませんでした。どうやら昨日，保育所から帰っても

病院に連れて行っていないようでした。

また，○○君は給食の時にガツガツ食べる様子が見ら

れます。ある週の月曜日には，給食前のおやつの時間

に，おやつを飲み込むように食べて，その後，他の子

の分まで取って食べてしまうことがありました。ある

日のお迎えの時，お母さんが○○君に向かって「あん

たなんか産まなきゃよかった」と言っているのを聞い

たこともあります。

○○君の親の様子：○○君のお母さんとは，○○君の

保育所での様子などを伝えたいと考えているのです

が，お迎えの時にはすぐに帰っていき，話をする機会

がなかなか取れません。また連絡ノートに，こちらが

用件を記入しても，無記入で返ってくることがよくあ

ります。以前，連絡ノートに「きょうの○○君は少し

眠そうで，あくびをよくしていました。睡眠不足だっ

たのでしょうか。昨晩は，何時頃，お休みになりまし

たか？」と書いたところ，「○○と私の生活にまで口

出ししないでください。」という返事がかえってきた

ことがありました。』

保育所に勤務する保育士の児童虐待防止に関する対応行動評価尺度作成の試み

―１１―


	No6(発達支援センター紀要）.pdfから挿入したしおり
	6-01
	6-02
	6-03
	6-04
	6-05
	6-06
	6-07
	6-08
	6-09
	6-01


